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(令和６年度第４回契約審議会 資料)

県の制度
契約審議会　審議事項
◇:R6第3回　□:今回

資
格
審
査

競争入札
参加資格審査

〇入札参加資格 審査
　客観的事項の審査(従業員数、売上高　等)
　総合点に応じて等級(Ａ、Ｂ、Ｃ等)を付与
　総合点＝客観的事項+信州企業評価項目※

　　※信州企業評価項目
　　　技術力、環境配慮、労働環境整備　等
　　　(例:工事成績、環境認証の取得、週休二日、
　　　　　労働災害、入札参加資格停止　等)

〇入札参加資格 停止
　契約の相手方として不適当と認める者について
　は、一定期間入札参加資格を停止
　(例:契約不履行、法令違反(労働安全衛生法、建設
　業法、刑法など)　等)

入札参加資格
設定等

・原則、県内本店・支店又は営業所
・同種業務の履行実績(必要に応じて)
・適切な予定価格の設定　等

公告
・

入札

〇ダンピング防止
・低入札価格調査制度(失格基準価格の設定　等)
・最低制限価格制度

〇契約方式
・一般競争入札
　　最も有利な条件を提供した者と契約を締結
・受注希望型競争入札
　　入札後に参加資格要件を審査
・総合評価落札方式
　　入札価格と価格以外の要素を総合的に評価
　　合計=価格点+価格以外点※

　　　※価格以外点
　　　　工事成績、地域要件、技術者要件　等
・随意契約　等

□建設工事等における低入
札価格調査制度の見直し方
針
□印刷の請負に係る最低制
限価格制度の実施状況
◇消防用設備等点検業務に
おける最低制限価格制度の
実施状況
◇清掃・警備業務等におけ
る最低制限価格制度等の最
低制限日額の改定

□建設工事等の総合評価落
札方式のける評価項目の見
直し

契約

〇複数年契約
　長期継続契約、債務負担、ｾﾞﾛ県債　等

〇変更契約
　物価高騰、最低賃金上昇　等

〇賃金実態調査
　賃金状況を調査し、取組に反映

□消防用設備等点検業務に
おける賃金実態調査の結果

履
行

検査
・

工事成績評定

〇成績評定
　技術力向上・総合評価落札方式での加点　等

□説明請求審査部会の審議
結果

①契約の適正化(契約の透明性、公正性の確保　等)

②総合的に優れた契約の締結(価格以外の多様な要素も考慮　等)

③契約内容への配慮(地域における雇用の確保　等)

④事業者の社会貢献活動への配慮(労働環境の整備　等)

入札・契約事務と審議事項の関係

事務の流れ

入
札
・
契
約

(

案
件
ご
と

)

長野県の契約に関する条例　基本理念

□建設工事等における発注

標準の見直し

□製造の請負、物件の買入れ、

その他の契約に係る公募型プ

ロポーザル方式の改正



資料１

項目 意見の要旨 回答・対応案等

(2)
取組方針の変更
（案）
[資料2-1,2-2]

〇取組番号75-1、75-2、92は「既に実
施している取組」に変更するというこ
とですが、制度を導入した後の効果の
検証が大事だと思います。
（森委員）

〇現在集計中ですので、次回以降に改
めて報告します。
（建設部技術管理室）
（会計局契約・検査課）

○ＤＸの推進については内容が非常に
幅広く、記載されているもの以外にも
取り組めるものはあると思います。
「既に実施している取組」として整理
する考え方を教えてください。
（佐々木会長）

○記載された取組は導入が完了したた
め、「既に実施している取組」としま
した。
　記載以外に必要なものがあれば、取
組方針に随時追加します。
（会計局契約・検査課）

〇全部の項目を「既に実施している取
組」にするための手立てや方向性をど
のようにお考えでしょうか。社会のス
ピードをキャッチアップしていかない
といけないと思います。
（秋葉委員）

○取組方針の策定から10年が経過し、
中身が今の情勢に合わないものがある
ため、しっかり見直しを行う時期だと
考えています。
（会計局契約・検査課）

○取組方針は階段を上っているという
ふうに考えています。今のやり方は時
間がかかり過ぎていると思いますの
で、最終的な目標を定めて、それを２
段階、３段階に分けて進めば、スピー
ドアップできると思います。
（木下委員）

○契約に関する条例という大きな目標
に向かって進んできましたが、よく見
えない部分もあると感じています。目
標をしっかり持って取り組みます。
（会計局契約・検査課）

(3)ア
消防用設備等点検
業務における最低
制限価格制度の実
施状況
[資料３]

〇今回、最低制限価格制度を消防用設
備等点検業務に導入した理由と、今後
どのような業務への拡大を検討されて
いますか。
（湯本委員）

〇比較的規模の大きい清掃や警備業務
については先行して導入し、それ以外
の比較的規模の小さい業務については
随時導入を図っています。
　積算基準が示されている他の業務に
ついても、導入を検討します。
（会計局契約・検査課）

〇入札参加者が少なく、落札率は向上
しておりますので、複数年契約を取り
入れてはいかがでしょうか。
（木下委員）

〇複数年契約が可能か、検討します。
（会計局契約・検査課）

(3)イ
清掃・警備業務等
における最低制限
価格制度等の最低
制限日額の改定
[資料４]

〇国交省の単価があり、実態調査を
行っても、最低制限価格は長野県最低
賃金を基に算定されるのですね。実態
調査と連動して、どう考えていくので
しょうか。
（濵委員）

〇実態調査で適正な賃金がどのくらい
かを判断することは難しいため、最低
賃金を守れているか、という観点で調
査を行っています。
（会計局契約・検査課）

前回審議会の主な意見
　［令和６年度第３回契約審議会(11月12日）］
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建設部 建設政策課 技術管理室 

 

 

 

【取組番号 16】 

令和６年度第２回長野県契約審議会で、調査基準価格や失格基準価格の算定方法を含む、

低入札価格調査制度の改善を検討することを表明。これまで、入札状況の分析や他県の動向等

の調査を行い、低入札価格調査制度の見直し方針（案）を作成した。 

 

１ 入札状況の分析結果 

 

 

 

○ 令和５年度の入札状況を分析し、建設工事（資料２―２）、業務委託（資料２

―３）それぞれの入札参加者数と落札率の傾向などを確認した。 

 

○ 現行の低入札価格調査制度の調査基準価格の算定方法は、平成 23 年度から運用

しているが、算定対象の入札者が５者未満の場合と５者以上との場合で異なるため、

落札率の傾向にも違いが見られた。 

 

○ ５者以上の場合の落札率は、調査基準価格の上限値 94.5％（業務は 90％）付

近に集中している。この原因としては、調査基準価格の算定方法が、算定対象の入札

者の平均値となっていることから、低入札価格調査や失格の対象とならないよう、最も安

全な上限値付近で入札するためと考えられる。特に、入札価格のばらつきが小さい場合

は、調査基準価格の上限値からわずかに下回った価格でも低入札価格調査の対象とな

る事例が発生していた。 

 

○ ５者未満の場合は、調査基準価格が入札書比較価格の 92％（業務は 87.5％）

の固定値となり、その付近での落札が多いが、100％付近での入札や５者以上の調

査基準価格の上限値付近での入札も一定数確認できる。施工等の条件が厳しい案件

については、入札者が少なく、落札率も高くなる傾向だが、入札者数によって調査基準価

格の算定方法が異なることから、それを想定した入札行動が伺える。 

 

○ 現行の算定方法は平成 23 年度から大きく変更されることなく、運用されていることから、

入札者がこれまでの傾向を把握しており、実行予算によらず、予定価格を高い精度で積

算し、入札者数や落札率を想定して入札するケースが少なからずあると考えられる。 

 

建設工事等における低入札価格調査制度の見直し方針（案） 

資料２－１ 
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２ 他県の動向等 

 
 

３ 見直し方針（案） 

 

○ 他県の動向等の調査として、最近、調査基準価格や失格基準価格の算定方法を見直

した県へのヒアリングの実施や他県で実施した低入札価格調査制度に関するアンケート調

査結果の分析などを行った。 

 

○ 調査基準価格や失格基準価格の算定については、国と同様、中央公契連モデルに準

拠した「固定制」を採用している都道府県が多い。 

 

○ 一方で、市場の実勢価格の反映やくじ引き発生率の抑制、さらには入札契約に係る不

正を排除するため、予定価格から調査基準価格を特定できない「変動制」を採用する

都道府県も増加している。 

 

○ なお、「変動制」としては、長野県と同様の事例のほか、中央公契連モデルに準拠した価

格にランダム係数を乗じる事例などがある。 

○ 入札状況の分析結果や他県の動向等を踏まえ、下記の方針により低入札価格調査

制度の調査基準価格及び失格基準価格の算定方法を見直したい。 

 

➢ 見直しにあたっては、市場の実勢価格を反映し、労働賃金の適正な水準や企業

の適正な利潤を確保するという、長野県のこれまでの取組方針を踏まえ、「変動

制」は維持する。 

 

➢ 算定方法について、算定対象の入札者が５者以上の場合は、その平均価格か

ら「標準偏差×定数」を減算した価格を調査基準価格、失格基準価格とする。 

 

➢ 昨年６月の担い手３法の改正を踏まえ、算定方法見直し後の適正な水準の労

務費等を確保するため、調査基準価格、失格基準価格の下限値を引き上げる

とともに、上限値は設定しない。 

 

➢ 算定対象の入札者が５者未満の場合は、５者以上の場合の下限値を調査基

準価格、失格基準価格とする。 

 

➢ 受注希望型、総合評価落札方式ともに同じ算定方法の適用を検討。 

 

○ ただし、入札価格のばらつきが大きいときは、下限値を調査基準価格、失格基準価格

とする。また、ばらつきが極めて小さいときは、平均価格に一定の定数を乗じた価格を調

査基準価格、失格基準価格とする。 

 - 3 -



 

 

４ 今後の予定 

 
 

➢ 総合評価落札方式においては、制度の趣旨を踏まえ、価格最高点を狙った過度

な競争を抑制するため、価格点の算定方法等を見直し、算定対象の入札者の

平均価格（現行の調査基準価格）を価格点基準価格（仮称）とし、新たな

調査基準価格までの間を価格最高点とすることなどを検討。（下図参照）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 企業の努力によって適切な賃金の支払いを含め、確実に履行可能と認められる資料を

事前に提出した場合は、調査基準価格を下回っても、価格点を最高点とできる制度な

どについても併せて検討する。 

 

 

 

○ 今後、関係者との意見交換等を行うとともに、入札シミュレーション等を行って細部の制

度設計や電子入札システムの改修準備を進め、令和７年度の契約審議会に諮ってま

いりたい。なお、意見交換等の状況によっては、今回の見直し方針を一部変更する場

合がある。 

 

○ 新たな低入札価格調査制度の実施時期については、令和７年度中を目標とするが、

実施後も引き続き入札状況の分析を行い、適宜、調査基準価格等の算定方法を

含む制度の改善を検討してまいりたい。 

価格点

価格
最高点

失格
基準価格
（変動幅）

89.5
失格基準
下限値

予定価格に
対する割合（％）

失
格
基
準
価
格

調
査
基
準
価
格

92.0
調査基準
下限値

94.5
調査基準
上限値

調査
基準価格
（変動幅）

幅2.5％

失格

100

現行

価格点

価格
最高点

失格
基準価格
（変動幅）

失格基準
下限値
（引上げ）

予定価格に
対する割合（％）

失
格
基
準
価
格

調
査
基
準
価
格

調査基準
下限値
（引上げ）

調査
基準価格
（変動幅）

標準偏差
で変動

失格

100

見直し後

新
設

価
格
点
基
準
価
格

価格点
基準価格
（変動幅）

調査基準
上限値は
設定しない

- 4 -



令和５年度　建設工事　落札率の状況

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15+

受注希望型 件数 144 97 82 56 45 47 55 20 28 16 13 14 11 11 67

総合評価 件数 78 111 87 54 146 100 101 48 30 27 49 25 17 15 22

受注希望型 落札率 97.4 96.0 94.5 94.0 94.4 94.8 94.7 94.4 94.5 94.4 94.4 94.3 94.5 94.5 94.5

総合評価 落札率 97.0 95.5 94.7 93.7 94.9 94.9 94.8 94.4 94.4 94.4 94.3 94.4 94.3 94.3 94.2
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98.0%

件
数

落
札
率

応札者数

令和５年度 応札者数別落札率

受注希望型 件数 総合評価 件数

受注希望型 落札率 総合評価 落札率

91.0%

92.0%

93.0%

94.0%

95.0%

96.0%

97.0%

98.0%

99.0%

100.0%

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

落
札
率

応札者数

落札率の分布（総合評価落札方式）

落札率

５者以上は調査基準価格の上限値の94.5%付近に集中

令和５年度開札 総合評価９１０件（不調・不落を除く）

５者未満は下限値の92.0%付近が多い

令和5年度 建設工事

平均落札率 95.1%

平均応札者数 6.0者

資料２－２
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令和５年度　業務委託　落札率の状況

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31+

受注希望型 件数 18 23 12 18 19 18 14 10 11 9 6 11 15 8 9 7 18 19 9 10 10 13 19 13 13 14 11 5 7 11 31

総合評価 件数 10 15 30 32 28 42 45 44 52 74 77 76 69 45 49 43 26 22 28 11 5 3 4 3 6 4 3 7 1 2 2

受注希望型 落札率 92.6 89.8 88.8 89.7 87.7 89.7 90.7 89.9 90.2 90.0 90.0 90.0 90.0 90.0 90.0 90.0 89.9 90.0 89.9 90.0 90.0 90.0 90.0 90.0 90.0 90.0 90.0 90.0 90.0 90.0 90.0

総合評価 落札率 90.3 88.6 88.6 88.7 88.9 89.6 89.8 89.9 89.9 89.9 90.0 90.0 90.0 90.0 90.0 90.0 90.0 90.0 90.0 90.0 90.0 90.0 89.9 90.0 90.0 89.9 89.9 89.9 89.8 89.8 89.9

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

85.0%

86.0%

87.0%

88.0%

89.0%

90.0%

91.0%

92.0%

93.0%

94.0%

件
数

落
札
率

応札者数

令和５年度 応札者数別落札率（業務）

受注希望型 件数 総合評価 件数

受注希望型 落札率 総合評価 落札率

令和5年度 業務委託

平均落札率 89.8%

平均応札者数 12.9者

82%

84%

86%

88%

90%

92%

94%

96%

98%

100%

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30 32 34 36 38 40 42 44

落
札
率

応札者数

落札率の分布（受注希望＋総合評価落札方式）

落札率

５者以上は調査基準価格の上限値の90.0%付近に集中

令和５年度開札 受注希望＋総合評価1269件（不調・不落を除く）

５者未満は下限値の87.5%付近が多い

資料２－３
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建設部  建設政策課  技術管理室  

 

 

 

【取組番号 75-1】 

 長野県では、建設現場の働き方改革を推進する観点から「週休 2 日工事」に取り組んで

いるが、建設現場での普及が進んだため、総合評価落札方式における価格以外の評価点

（評価項目）を見直したい。 

１ 現状と課題 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 見直し内容  

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 実施時期 

総合評価落札方式（工事成績等簡易型）における 「週休２日の実績」  の評価点  

を下記のとおり見直す。 

 （現行）   （見直し後）  

評価項目  評価点   評価点  

技術者要件    週休 2 日実績  0.25  廃止  

建設マネジメント  週休２日実績  0.25  廃止  

※ 工事成績評定の「週休２日」についても見直しを予定  

建設工事の総合評価落札方式における 

評価項目の見直し（週休２日工事） 

 

令和７年５月１日の入札公告案件からの適用を予定  

○ 平成 30年 4月から施行者希望型を導入。令和元年 9月から発注者指定型を導入。 

令和 5 年 10 月から原則発注者指定型による発注に移行。 

○ 令和２年９月から、総合評価落札方式（工事成績等簡易型）において「週休２日  

工事の実績」を加点評価する取組を開始。 

○ 令和５年度の実施率は 96％となり、建設現場への普及が確認できた。 

 

14％

28％

54％

73％

96％

0

20

40

60

80

100

R1 R2 R3 R4 R5

実
施
率
（
％
）

週休２日工事の実施状況

資料３ 
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建設部 建設政策課 技術管理室 

林務部 森林政策課 

【取組番号 20等】 

１ 現状と経過

２ 見直し内容 

３ 今後の予定 

○長野県入札制度合理化対策要綱等では、建設工事等において業者を選定しようとする

ときは、資格総合点数別発注標準及び建設工事入札参加資格者名簿により工事金

額に対応する資格総合点数に属する有資格者の中から選定するものとされている。

○ そのため、建設工事の①土木一式、②建築一式、③舗装工事、④電気・電気通信工

事、⑤とび・土工・コンクリート工事、⑥解体工事、⑦管・鋼構造物（橋梁上部工除

く）・造園・その他工事の７種類と⑧森林整備業務について資格総合点数別発注標

準を作成している。 

○ 国土交通省は、ここ数年の建設工事費デフレーター（建設工事にかかる費用の相場

を示す指標）の急上昇を踏まえ、直轄工事で等級区分がある６工種に設定している

発注標準の工事金額の引き上げを 26 年ぶりに行い、請負契約を令和７年４月１

日以降に締結する工事から適用することとしている。 

○国土交通省は、発注標準の工事金額の引き上げにあたり、全６工種に対し、令和２年

度から５年度の建設工事費デフレーターの伸び率である 1.14 倍を一律に反映している。

（資料４―３  国土交通省  発注標準の見直し資料  参照）

○ そのため、県でも資料４―２のとおり、国土交通省と同様の伸び率 1.14 倍を各業種に

反映し、発注標準の工事金額の引き上げを行う。

○ 令和７年１月 31 日まで申請を受け付けていた令和７・８・９年度の建設工事におけ

る入札参加資格の資格有効期間の始期に向け、引き上げた工事金額による資格総合

点数別発注標準表を作成し、令和７年５月１日の入札公告案件から適用する。

建設工事等における発注標準の見直し 

資料４－１ 
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資料４－２

令和７・８・９年度建設工事等における資格総合点数別発注標準表

　令和７・８・９年度資格総合点数別発注標準における工事金額の設定方法

・令和４・５・６年度資格総合点数別発注標準の工事金額に 1.14 を乗じ、以下により金額を丸める

・丸めの単位・・・500万円未満：50万円単位、500～1,000万円未満：100万円単位、

1,000～5,000万円未満：500万円単位、5,000万円以上：1,000万円単位

・丸めた結果、令和４・５・６年度と同額となる場合は上記単位で切り上げる

①土木一式 令和４・５・６年度 令和７・８・９年度

区分 資格総合点数 工事金額 資格総合点数 工事金額

A 1007以上 1,500万円以上 審査中 2,000万円以上

B 1006～842 800万円～8,000万円未満 900万円～9,000万円未満

C 841～759 3,000万円未満 3,500万円未満

D 758～675 1,500万円未満 2,000万円未満

E 674以下 800万円未満 900万円未満

②建築一式

A 949以上 2,000万円以上 審査中 2,500万円以上

B 948～818 900万円～9,000万円未満 1,000万円～1億円未満

C 817～751 4,500万円未満 5,000万円未満

D 750～671 2,000万円未満 2,500万円未満

E 670以下 900万円未満 1,000万円未満

③舗装工事

A 970以上 全工事 審査中 全工事

B 969～850 3,500万円未満 4,000万円未満

C 849以下 500万円未満 600万円未満

④電気・電気通信工事

A 819以上 200万円以上 審査中 250万円以上

B 818～707 2,000万円未満 2,500万円未満

C 706以下 600万円未満 700万円未満

⑤とび・土工・コンクリート工事

A 872以上 200万円以上 審査中 250万円以上

B 871～775 5,000万円未満 6,000万円未満

C 774以下 700万円未満 800万円未満

⑥解体工事

A 844以上 200万円以上 審査中 250万円以上

B 843～752 5,000万円未満 6,000万円未満

C 751以下 700万円未満 800万円未満

⑦管・鋼構造物（橋梁上部工除く）・造園・その他工事

A 863以上 200万円以上 審査中 250万円以上

B 862～775 3,000万円未満 3,500万円未満

C 774以下 700万円未満 800万円未満

⑧森林整備（選木を必要とする作業を主体とする業務）

A 750以上 100万円以上 審査中 150万円以上

B 750～590 800万円未満 900万円未満

C 590未満 500万円未満 600万円未満

令
和
７
・
８
・
９
年
度
の
区
分
ご
と
の
資
格
総
合
点
数
は
、
入
札
参
加
資
格
の
申
請
状
況
を
踏
ま
え
、
今
後
設
定
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会計局契約・検査課 

製造の請負、物件の買入れその他の契約に係る 

公募型プロポーザル方式の改正について 

［取組番号 30、32］ 

１ 趣旨 

・「長野県の契約に関する条例」（以下「契約条例」という。）第３条の基本理念に掲げる県内の中小企業者の受

注機会の確保等を図るため、公募型プロポーザル方式に事業所の所在地等の評価を明確化する。 

２ 現状と課題 

・公募型プロポーザル方式は、契約の目的に最も合致した企画の立案、及び、技術力等を有する者を選定する

ため、県外本店の競争力のある事業者が選定される傾向にあり、地域・社会に貢献する取組を行う県内の優良

な中小企業者が受注しづらい。 

３ 改正内容（案） 

・予算執行者が任意に企画提案書の項目及び選定基準に次の項目を設定して、評価を行うことができることと

する。 

事業所の所在地に関する事項 

【例】県内に本店を有していること 等 

地域・社会貢献に関する事項 

【例】ISO14000 シリーズの認証取得、長野県ＳＤＧs 推進企業登録制度の登録 等 

４ 期待される効果 

・県内の中小企業者の受注機会の確保。

・県の施策に協力する事業者の育成。

・県を取り巻く喫緊の課題（少子化・人口減少、気候変動、働き方改革等）への対応。

５ 参考 

R5 公募型プロポーザル方式 218 件 3,836,463 千円 うち県外本店 77 件（35％）2,667,445 千円（70％） 

R4 公募型プロポーザル方式 190 件 4,839,367 千円 うち県外本店 76 件（40％）3,971,476 千円（82%） 

R3 公募型プロポーザル方式 204 件 8,892,082 千円 うち県外本店 68 件（33％）7,537,400 千円（85%）

資料５－１
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項
目

評
価
内
容

配
点

項
目

評
価
内
容

配
点

1
業
務
の
内
容

（
略
）

2
0

1
業
務
の
内
容

（
略
）

2
0

2
業
務
の
実
施
体
制

（
略
）

2
0

2
業
務
の
実
施
体
制

（
略
）

2
0

3
業
務
に
つ
い
て
の
経
験
若
し
く
は
技

術
的
適
性
の
有
無
に
関
す
る
事
項

（
略
）

2
0

3
業
務
に
つ
い
て
の
経
験
若
し
く
は
技

術
的
適
性
の
有
無
に
関
す
る
事
項

（
略
）

2
0

4
業
務
に
要
す
る
経
費
及
び
そ
の
内
訳

（
略
）

2
0

4
業
務
に
要
す
る
経
費
及
び
そ
の
内
訳

（
略
）

2
0

5
事
業
所
の
所
在
地
に
関
す
る
事
項

県
内
に
本
店
を
有
し
て
い
る

こ
と

5

6
地
域
・
社
会
貢
献
に
関
す
る
事
項

IS
O
１
４
０
０
０
シ
リ
ー
ズ
の

認
証
取
得
（
※
県
内
に
本
店

を
有
す
る
者
に
限
り
評
価
し

ま
す
。
）

5

5
そ
の
他
業
務
等
の
目
的
を
達
す
る
た

め
に
有
効
な
事
項

（
略
）

2
0

7
そ
の
他
業
務
等
の
目
的
を
達
す
る
た

め
に
有
効
な
事
項

(略
）

1
0

合
計

1
0
0

合
計

1
0
0

【
事
業
所
の
所
在
地
に
関
す
る
事
項
の
評
価
内
容
の
例
】

・
県
内
に
本
店
を
有
し
て
い
る
こ
と

・
履
行
場
所
の
存
す
る
４
ブ
ロ
ッ
ク
内
に
本
店
を
有
し
て
い
る
こ
と

・
履
行
場
所
の
存
す
る
1
0
ブ
ロ
ッ
ク
内
に
本
店
を
有
し
て
い
る
こ
と

【
地
域
・
社
会
貢
献
に
関
す
る
事
項
の
評
価
内
容
の
例
】

・
事
業
活
動
温
暖
化
対
策
計
画
書
の
策
定

・
法
律
に
よ
る
雇
用
義
務
が
な
い
業
者
の
障
が
い
者
の
雇
用

・
「
社
員
の
子
育
て
応
援
宣
言
」
の
登
録

・
職
場
い
き
い
き
ア
ド
バ
ン
ス
カ
ン
パ
ニ
ー
認
証
制
度
の
登
録

・
長
野
県
内
市
町
村
に
係
る
消
防
団
協
力
事
業
所
表
示
制
度
の
認
定

・
長
野
県
S
D
G
ｓ
推
進
企
業
登
録
制
度
の
登
録

・
長
野
県
内
で
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
の
実
績

・
長
野
県
内
の
自
治
体
と
の
災
害
時
協
定
の
締
結

改
正
後
（
例
）

改
正
前
（
例
）

改
正
の
イ
メ
ー
ジ

※
実
施
す
る
事
業
に
よ
り
項
目
、
評
価
内
容
及
び
配
点
は
案
件
毎
に
設
定
で
き
る
。

資
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資料５－３

１　公募型プロポーザル方式の内訳（令和5年度）

件数

96

83

14

6

4

1

14

218

２　公募型プロポーザル方式の事例（県外本店業者が選定された案件）

評価項目 配点

評

価

①

評

価

②

評

価

③

評

価

④

評

価

⑤

合

計

評

価

①

評

価

②

評

価

③

評

価

④

評

価

⑤

合

計

業務の内容 10 6 8 6 6 8 34 6 6 6 6 6 30

業務の実施体制 20 12 14 12 14 12 64 12 14 14 14 12 66
業務についての経験若

しくは技術的適性の有

無に関する事項

25 20 15 15 15 20 85 15 15 15 15 20 80

業務に要する経費及び

その内訳
10 6 6 6 6 6 30 6 6 6 6 6 30

その他業務等の目的を

達するために有効な事

項

35 28 23 28 23 23 125 24 21 21 21 21 108

合計 100 72 66 67 64 69 338 63 62 62 62 65 314

評価項目 配点

評

価

①

評

価

②

評

価

③

評

価

④

評

価

⑤

合

計

評

価

①

評

価

②

評

価

③

評

価

④

評

価

⑤

合

計

業務の内容 10 6 8 6 6 8 34 6 6 6 6 6 30

業務の実施体制 20 12 14 12 14 12 64 12 14 14 14 12 66
業務についての経験若

しくは技術的適性の有

無に関する事項

25 20 15 15 15 20 85 15 15 15 15 20 80

業務に要する経費及び

その内訳
5 3 3 3 3 3 15 3 3 3 3 3 15

地域・社会貢献 5 0 0 0 0 0 0 5 5 5 5 5 25
その他業務等の目的を

達するために有効な事

項

35 28 23 28 23 23 125 24 21 21 21 21 108

合計 100 69 63 64 61 66 323 65 64 64 64 67 324

デザイン・印刷

検査・測定

その他

計

金額（千円）

450,949

2,566,065

116,756

318,116

7,681

イベント・研修会運営

分類

広告・宣伝・啓発等

調査・設計

情報関連

6,513

370,383

評価内容(例） 県外本店業者 県内本店業者

県内本店業者評価内容(例） 県外本店業者

3,836,463

業務に要する経費及びその内訳（配点５点）、地域・社会貢献（配点５点）で実施されていた場合

地域・社会貢献の評価が行われたことにより、県内本店業者が見積業者に選定されていた
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資料６
会計局契約・検査課  

【取組番号：19】

１ 取組方針

２ 現行制度（試行）の概要

(1)

(2)

３

(1) 令和元年度～令和６年度（11月末）の実施状況

４

印刷の請負に係る最低制限価格制度の見直し

【19】印刷業務などの製造の請負において、最低制限価格制度の導入を検討する

対象案件：公募型見積合わせによる印刷業務(県庁)のうち、予定価格20万円以上

最低制限価格：予定価格×75％

実施状況

　　　　（積算困難である案件を除く）

※ 令和６年４月から「対象案件」の範囲を拡大、「最低制限価格」を引き上げ

・発注件数は減少傾向である一方、試行実施率は上昇
・落札率及び応札者数は上昇

『対応』：対象業務の更なる拡大に向けて、関係団体と協議し、検討。

課題と対応

『課題』：最低制限価格を導入できる案件の拡大（現状、積算困難な案件が多い）。

印刷の請負に係る最低制限価格制度の実施状況

- 15 -



資料７

【取組番号76】

１ 取組方針

【76】

２ 調査内容

（１）調査対象

（２）調査期間

【清掃・警備・設備管理】令和６年５月分（５月31日を含む１ヶ月間）

【消防用設備等点検】令和６年９月分（９月30日を含む１ヶ月間）

３ 調査結果

（１）回答数

（２）賃金実態調査の結果

上段：R6

下段：R5

対象人数
（人）

平均年齢
（歳）

平均勤続
年数
（年）

就業形態
正規割合

平均労働
時間

（h/日）

最低賃金帯
割合

172 62.4 4.8 10% 4.7 56%

(160) (62.8) (4.5) (7%) (4.8) (40%)

130 55.6 12.9 65% 9.1 7%

(119) (54.6) (12.5) (65%) (9.3) (13%)

40 66.0 7.1 15% 8.1 0%

(38) (65.1) (6.2) (11%) (7.2) (0%)

32 48.4 10.0 81% 8.3 0%

- - - - - -

374 59.3 8.3 36% 7.0 28%

(317) (60.0) (7.7) (29%) (6.9) (25%)

〇最低賃金(R5.10.1～R6.9.30):948円

〇最低賃金帯：948円～950円　として設定

会計局契約・検査課

計

適正な賃金水準を確保するため、実態調査を実施し、最低制限価格制度又は低入
札価格調査制度を導入、拡大する

設備管理

警 備

清 掃

〇清掃：64/64 社 〇警備：16/16 社 〇設備管理：14/14 社 〇消防：９/９ 社

消 防

予定価格100万円以上の庁舎等に係る清掃・警備・設備管理・消防用設備等点検
業務の受注者

清掃・警備・設備管理・消防用設備等点検業務における賃金実態調査の結果
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（３） 賃金分布状況

※最低賃金帯：948円～950円　として設定（枠内）

※[最低賃金の対象となる賃金]（厚労省）に基づいて算出

（４） R６労務単価と調査結果の比較

※Ｒ６労務単価は[令和６年度建築保全業務労務単価] （国交省）の各職種の平均値

４ 調査結果の推移

３業務平均賃金（時間額）の推移

清掃：清掃員Ａ～Ｃ　警備：警備員Ａ～Ｃ　設備管理：保全技師補、保全技術員、保全技術員補　消防：保全技師補
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 長野県知事から、再説明請求に関する意見を求める諮問を受け、契約審議会 説明請求審査

部会を開催・審議のうえ答申しました。 

１ 開催内容 

日時 令和６年 11月６日（水） 10時から 12時まで 

内容 
・発注者からの事情聴取

・答申の審議

発注機関 長野県飯田建設事務所 

事業担当部 建設部 

再説明請求 
の対象 

設計業務に係る委託業務等成績評定の内容 

再説明請求 
の要旨 

評定の客観性・公平性について疑義がある 

・検査員の求め（疑義、ＰＣでの書類提示）に応じて説明を行ったにも

関わらず、適切な評価がされなかった 

・発注者が示した内容で報告書を取りまとめたにも関わらず、適切な評

価がされなかった 

２ 審議結果 

審議会規則第５条第６項及び平成 26 年度第１回契約審議会の議決により部会の決議を

もって審議会の決議としており、以下のとおり知事に答申しました。 

答申日 令和６年 11月 21日（木） 

答申の概要 

監督員及び検査員の評価内容並びに採点表は正当に評価されたもの

と認められ、変更しないことが妥当である。 

なお、関係書類を確認したところ、受発注者共に十分な照査や確認が

行われていないと思われるため、いかなる業務においても、真摯に取り

組まれるよう希望する。 

説明請求審査部会の審議結果 

会計局 契約・検査課 

【取組番号 2-2】 

資料８
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